
0守谷市職員の給与に関する条例

(目的)

昭和31年9月27日

条例第41号

第1条 この条例は，地方公務員法(昭和25年法律第261号。以下「法」という。)第24条第5項の

規定に基づき，職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。

第1条の2 この条例において「職員」とは，法第3条第2項に規定する一般職に属する職員(地方

公営企業等の労働関係に関する法律(昭和27年法律第289号)第3条第4号の職員で，同法第5条第

2項に規定する者以外の者及び法第57条に規定する単純な労務に雇用される者を除く。)をい

フ。

(給与の支払)

第2条 この条例に基づく給与は，他の法令， 盗会筆2;(夏に規定する場合及び盗2企呈に掲げるも
のを除くほか，現金で直接職員に支払わなければならない。ただし，職員から口座振替支払を

希望する旨申出があったときは，口座振替の方法により支払うことができる。

(1) 茨城県市町村職員共済組合の貯金

(2) 中央労働金庫の預金並びに返還金及び利息

(3) 守谷市職員互助会の会費

(4) 守谷市職員互助会の団体契約に係る保険の保険料等

(5) 守谷市管理職会の会費

(6) 守谷市職員組合の組合費

(7) 誼企呈に掲げるもののほか，市長が認めるもの

2 公務について生じた実費の弁償は，給与には含まれない。

(給料)

第3条 給料は， 守谷市職昌の勤務時間.休暇筈に聞する条例(平成7年守谷町条例第1号。以下

「勤務時間条例」という。)第7条第1項に規定する正規の勤務時間(以下「正規の勤務時間j と

いう。)による勤務に対する報酬であって，この条例に定める管理職手当，扶養手当，地域手

当，住居手当，通勤手当，単身赴任手当，特殊勤務手当，災害派遣手当，時間外勤務手当，休

日勤務手当，夜間勤務手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，期末手当及び勤勉手当を含

まないものとする。

2 宿舎，食事，制服その他生活に必要な施設等の全部又は一部が職員に支給される場合におい

ては，別に条例で定めるところにより，その相当額をその職員の給料から控除する。

(職務の級)

第4条職員の職務は，その複雑，困難及び責任の度に基づきこれを盗ゑの給料表に定める職務

の級に分類するものとし，その分類の基準となるべき標準的な職務の内容は， 足屋筆よのとお

りとする。

(給料表)

第5条 この条例に定める給料表は， 且屋筆2のとおりとする。
2 薗墓の給料表は， 筆益会及び盟副筆2墓に規定する職員以外のすべての職員に適用するものと
する。

(初任給，昇格，昇給等の基準)

第6条職員の職務の級は，市規則で定める基準に従い決定する。

2 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号給は，市規則で定める初任給の基準に従い

決定する。

3 職員が1の職務の級から他の職務の級に移った場合，又は1の職から同じ職務の級の初任給の

基準を異にする他の職に移った場合における号給は，市規則の定めるところにより決定する。

4 職員の昇給は，市規則で定める日に，同日前において市規則で定める日以前1年間におけるそ

の者の勤務成績に応じて，行うものとする。この場合において，同日の翌日から昇給を行う日

の前日までの間に当該職員が法第29条の規定による懲戒処分を受けたことその他これに準ずる

ものとして市規則で定める事由に該当したときは，これらの事由を併せて考慮するものとす

る。

5 薗墓の規定により職員(55歳(市規則で定める職員にあっては， 56歳以上の年齢で市規則で定
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めるもの。 盗塁において同じ。)を超える職員を除く。以下この項において同じ。)を昇給させる

か否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は， 国重藍島に規定する期間の全部を良好な成績で

勤務し，かつ， 国車盆島の規定の適用を受けない職員の昇給の号給数を4号給(行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が7級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受け

る職員でその職務の級がこれに相当するものとして市規則で定める職員にあっては， 3号給)と

することを標準として市規則で定める基準に従い決定するものとする。

6 55歳を超える職員の筆生墓の規定による昇給は， 国重且量に規定する期間におけるその者の勤

務成績が極めて良好又は特に良好であり，かっ， 且亙盆島の規定の適用を受けない場合に限り

行うものとし，昇給させる場合の昇給の号給数は，勤務成績に応じて市規則で定める基準に従

い決定するものとする。

7 職員の昇給は，その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことができない。

8 職員の昇給は，予算の範囲内で行わなければならない。

9 筆4r重から且亙までに規定するもののほか，職員の昇給に関し必要な事項は，市規則で定め

る。

10 法第28条の4第1項，第28条の5第1項又は第28条の6第1項若しくは第2項の規定により採用さ

れた職員(以下「再任用職員」という。)の給料月額は，その者に適用される給料表の再任用職

員の欄に掲げる給料月額のうち，その者の属する職務の級に応じた額とする。

(再任用短時間勤務職員の給料月額)

第6条の2 法第28条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占める職員(以下「再任用短時間勤務

職員」という。)の給料月額は， 前条第10項の規定にかかわらず， 国王夏の規定による給料月額

に，勤務時間条例第2条第2項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第1項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

(給料の支給)

第7条 給料は，月の1日から末日までを計算期間とし，市規則で定める期日に支給する。

第8条新たに職員となった者には，その日から給料を支給し，昇給，降給等により給料額に異

動を生じた者には，その日から新たに定められた給料を支給する。ただし，離職した職員が即

日職員に任命されたときは，その日の翌日から給料を支給する。

2 職員が離職したときは，その日まで給料を支給する。

3 職員が死亡したときは，その月まで給料を支給する。

4 筆1!l又は筆2!lの規定により給料を支給する場合にあって，その月の1日から支給する以外の

とき，又はその月の末日まで支給するとき以外のときは，その給料額は，その月の現日数から

勤務時間条例第3条第1項，第4条及び第5条の規定に基づく週休日の日数を差し引いた日数を基

礎として日割りによって計算する。

(給料の調整額)

第9条 市長は，給料月額が，職務の複雑，困難若しくは責任の度又は勤務の強度，勤務の時

間，勤労環境その他の勤労条件が同じ職務の級に属する他の職に比して著しく特殊な職に対し

適当でないと認めるときは，その特殊性に基づいて，給料月額につき適正な調整額表を市規則

で定めることができる。

2 薗重の規定による給料の調整額は，その調整前における給料月額の100分の25を超えてはなら

ない。

(管理職手当)

第10条 管理職手当は，管理又は監督の地位にある職員の職のうち市規則で指定するもの(以下

「管理監督職員」という。)について，その職務の特殊性に基づいて，市規則で定める基準に

従い支給する。

2 曲全筆2墓の規定は， 且墓の規定による管理職手当について準用する。
(扶養手当)

第11条扶養手当は，扶養親族のあるすべての職員に対して支給する。

2 薗墓の扶養親族とは，次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受けて

いるものをいう。

(1) 配偶者(届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。)

(2) 満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子


